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　“Missing Middle” とよく言うのですが，この図は企業数を表しています。日本は 99.7％が中小
ということは，大体こんな感じのイメージです。途上国の場合はこんなイメージで，零細がやたら
と多く，中小が少ない。大企業はまだあります。外資系の企業なり，元の国営企業があるからで




業」にあたるイメージです。SME とか small and medium enterprises といいますが，途上国の場
























































　JICA では，中小企業振興のための JICA 支援として，「1．政策制度・体制の整備」と「2．企業
競争力の向上」の大きく 2 つに分けて整理しているのですが，どちらかというと 2 の企業に対する
支援の制度を充実させようということを主にやっています。
　前頁のスライドは，いろいろな国でたくさんいろいろなことをやっていますというものです。


















































































































クトを 3 年やったあとに，対象は 150 社ぐらいだったのですが，売上がどれだけ上がるかを指標に
していたのです。それが実はふたを開けてみると，途上国，特に地方に行くと帳簿づけさえもされ
ていないというのが普通です。3 割がこのプロジェクトのおかげで帳簿づけができるようになりま
した。そういう行動変容が起こったということで，われわれは「なるほど，これは効果があったん
だ」と考えたのですが，ただ，帳簿づけしたことが，どう雇用につながっていくか，原因と結果は
ずっと先にあります。「風が吹けば桶屋がもうかる」的なものであり，実務レベルでは，この小さ
なプロジェクトがどれだけ雇用に貢献するか，正直わかりません。たしかに雇用に貢献する。た
だ，ほかにいろいろな要因があるので，帳簿づけができるようになったからといって，商売がうま
くいくということでもないし，従業員が増えるということでもないかもしれないので，なかなか悩
ましいところです。しかも，ディーセント・ワークといったときに，どういう形で測るのか，そも
そも雇用という定義は何なのか，週に何時間働いたら雇用といえるのか，いくらもらったら雇用と
いえるのか，それは果たしてディーセント・ワークといえるのか，最低賃金でいいのかなど，実務
レベルでは非常に悩ましいということを，お伝えしたいと思います。
　第二に，企業活動はさまざまな側面がありますので，先ほど申し上げたとおり，1 つの役所や 1
つの政策だけではうまくいきません。やはり省庁間の横の連携や官民の連携が非常に必要なのです
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が，なかなか難しい。特に途上国では難しいところです。
　第三に，「国益」と途上国支援のバランスです。今 JICA では，先ほども申し上げたとおり，中
小企業海外展開の支援もやっているのですが，本来 ODA というのは，途上国の中小企業の支援を
するというのが，この分野における本来の趣旨です。しかし，やはりその中で，目に見えるような
日本の「国益」，相互利益ということも同時に考えなければいけないということで，そのあたりの
バランスをうまくとることが実務レベルでの悩みになることもあります。
　第四の課題は，日本からの発信の難しさです。これは JICA だけではないかもしれませんが，や
はり日本がやっていること，JICA がやっていることを，海外の方に発信をしていくのはなかなか
難しいです。もともと日本語という媒体を理解していただく人がなかなかいないし，日本の情報は
圧倒的に日本語が多いので，こんなに良いことをやっているのに，なかなか知ってもらえないとい
う悩みはあります。例えばカイゼンのように，日本がやっていることが，なるべくわかるようなも
ので，しかも現地で効果があるようなもの，ということを心掛けながら，日本からの発信について
日々努力させていただいているところです。
　以上です。ご清聴ありがとうございました。（拍手）
